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    学位論文題名

    情報止揚化技法を用いた

都市交通計画データの活用方策に関する研究

学位論文内容の要旨

  本論文は、情報止揚技法を用いた都市交通計画デ一夕の活用方策について、様々な観点か

ら探求したものである。都市交通に関するデータは既に膨大な蓄積が成されているが、それ

自体は一種の経験に過ぎず、計画策定においてこれらを有効に活用するためには、必要な要

素を抽出し、目的に応じて適切な情報止揚化を行う必要があり、その技法についての探求が

必要である。

  第1章では、本研究の背景と目的、論文の構成を示した。都市交通調査のなかで、特に主

軸を成してきたアンケート調査の現状と課題、近年の関連分野における技術の発展とその成

果活用の必要性等について概説した。

  第2章では、我国の都市交通計画に関する各種データの状況について示した。実態調査と

して広く実施されてきたPT調査等のアンケート調査は規模、内容的に限界に達しており、

他の関連調査との調整・統合による効率化、簡便な小規模調査との併用についての検討が進

められ、近年調査体系について大幅な改革が成された。また、IT関連の新技術活用による

デー夕収集の自動化、精密化とこれを活用した新たなモデルや分析手法の構築が進められて

いる。

  第3章では、主要な情報止揚化の技法によるデータの活用について記述した。実態調査か

ら得られるデータはそれ自体では単なる経験に過ぎず、様々な処理によって有効活用出来る

ものとなる。すなわち、属性に基づく適切な区分によって一定程度まで情報量が増加し、そ

の程度はAIC等により確認できる。又、使用する目的に応じて適切な変換を行い、目的適

合性を向上させることが出来る。すなわち、人間の動作や意志決定のモデル化において、物

理的尺度から質的尺度への変換や、質的尺度から物理的尺度への変換により、当初のデータ

をそのまま使用した場合には困難な現象の記述が可能となる。又、各種データの組み合わせ

により主観的確率の客観化等がなされ、情報の質が向上するほか、単独のデ一夕では表せな

い要素についても説明することが出来る。

  第4章では、意識尺度への変換技法を用いた道路交通流のモデル化をおこない、以下の成

果を得た。交通流理論における車両の追従モデルについて、従来物理量をそのまま用いてい

たため再現が困難であった速度の定常的変動を、人間の意識尺度を導入して感覚量に変換し



て用いることにより、再現することが出来た。又、車問余裕時間の概念を導入し、これによ

って交通流の安定性を定点の速度観測データから分析することが出来た。更に、道路交通流

内部の定常的な速度変動を速度分布のモデルヘ構造的に組み入れることにより、モデルの適

合性を向上させることが出来た。

  第5章では、交通特性分析における小規模データの活用方策について検討したものであり、

以下の結果を得た。大規模な都市圏PT調査データとミニPT調査データとをべイジアンア

プ口ーチによって結合し、モードバターン別発生交通量の詳細な解析に、ミ二PT調査デー

タが有効活用できることを示した。次に、特定地域のモードパターン別発生交通量推計にこ

の手法を適用し、ミ二PT調査デー夕以外の小規模な交通調査データも同様に有効活用でき

ることを示した。又、ミ二PT調査が平日・休日共同一条件でデータを得ていることを利用

し、平日のみの都市圏PTデータと組み合わせることによって、休日の属性別発生交通量等

を推計出来ると共に、公共交通機関に関する他の調査デ一夕と組み合わせ、交通全体の中で

休日公共交通のあり方を考察するのに有効であることを示した。

  更に、今後小規模調査をより有効に活用するため、標本抽出の方法について仮想都市にお

けるシミュレーションを行い、調査規模が制約された中でのより精度の高い抽出方法及び精

度向上の程度についてについて具体的に示した。

  第6章では、道路網の防災性評価技法における道路・建物データの活用方策について検討

し、以下の成果を得た。細街路まで含めた地区レベルの詳細な道路デー夕及び建物等のデー

タを組み合わせ、地表面最大加速度に対応した建物全壊率並びに建蔽率から道路閉塞確率を

推定し、一時避難場所への到達不能率を求めた。これにより、密集市街地全体の中での危険

地 区を 簡 便に 抽 出す る こと を 目的 と した マ クロ な 評 価手 法 を提 案 した。

  第7章では、これらの成果及び今後の課題について取りまとめた。交通流の分析に関して

は、ミク口・マク口モデルの統合によって交通流全体を記述し得るようにすること、ITS

の推進に伴って収集されつっある車両挙動のより精密なデータを活用することが挙げられ

る。小規模調査の活用に関しては、今後小規模の利点を活かして多頻度に実施することによ

り、TDM等の長期的政策効果を測定する等の活用方策を検討すること、本研究で示した関

連データとの連動によってより多面的な検討や地域移転の可能性を探ることが挙げられる。

又、抽出方法の改善に関しては、調査不能要因に関する実態把握に基づく分析が挙げられる。

道路網の防災性評価に関しては、他の施設も含めた市街地の段階的整備の効果把握手法の検

討、GISデータとの有機的な連動が挙げられる。

  交通調査体系の改革と共に、IT化の中でデー夕取得に関する各種要素技術も急激な進歩

を遂げっっあり、本研究においては、従来蓄積されてきたデータや、それら新手法・技術に

よって得られつっあるデータを含めて適切に処理し、各種目的のために有効な情報とするた

めの技法を提示した。



学位論文審査の要旨

学 位 論 文 題 名

    情報止揚化技法を用いた

都市交通計画データの活用方策に関する研究

  本論文は、都市交通計画データの活用方策について情報止揚化技法の観点から考究した

ものである。都市交通に関するデータはこれまで膨大な蓄積が成されているが、大部分が

素集計にとどまっている。これらのデータを計画情報として有効活用するには、計画に必

要な要素を抽出し、適切な情報止揚化を行う必要がある。本研究の成果は以下のように示

される。

  第1章では、本研究の背景と目的、論文の構成を示した。

  第2章では、わが国の都市交通計画に関する各種データの状況にっいて説明した。これ

まで全国的主要都市で実施されてきたパーソントリップ調査（PT調査）は規模、内容的

に限界に達しており、他の関連調査との調整・統合による効率化、簡便な小規模調査との

併用についての検討が進められている。またIT関連技術の活用によるデータ収集の自動

化 、精密化とこれ を活用した新 たなモデルや分析手法について述べた。

  第3章では、主要な情報止揚化の技法によるデータの活用にっいて記述した。実態調査

から得られるデータはそれ自体では単なる数値の羅列に過ぎず、様々な処理によって情報

化され、有効活用が図られる。たとえば、属性に基づく適切な区分によって情報量が増加

し、その程度はAIC等により確認できる。また使用する目的に応じて適切な変換を行い、

データの有用性を向上させることが出来る。本研究では物理的尺度から質的尺度へのデー

タ変換や関連調査との調整・統合により、人間の動作や意志決定に関する新しいモデルを

構築した。

  第4章では、意識尺度の変換技法を用いて道路交通流の解析を行い、車両の追従モデル

にっいて新しい知見を得た。すなわち、これまで再現が困難であった速度の定常的変動を、

意識尺度を導入した感覚量に変換することにより交通流が安定することを速度観測データ

から検証した。さらに、交通流内部の定常的な速度変動を速度分布モデルに組み入れ、モ

デルの適合性を向上させた。

  第5章では、小規模な交通調査データの活用方策について検討した。大規模な都市圏P
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T調査データと小規模なミニPT調査データをべイジアンアプローチによって結合し、モ

ードパターン別発生交通量の詳細解析に有効活用した。さらに特定地域のモードパターン

別発生交通量推計にこの手法を適用し、ミニPT調査以外の交通調査データも有効活用で

きることを明らかにした。またミニPT調査が平日・休日とも同一条件で調査されている

ことに着目し、平日の都市圏PTデータと組み合わせて休日の属性別発生交通量等を推計

した。今後、さらに小規模なミニPT調査を活用するため、仮想都市におけるシミュレー

ションを行い、調査規模が制約された中での精度の高い標本抽出方法を具体的に示した。

  第6章では、道路網の防災性評価技法における道路・建物データの活用方策について検

討した。細街路を含めた地区レベルの詳細な道路データおよび建物データを組み合わせ、

地表面最大加速度に対応した建物全壊率ならびに建蔽率から道路閉塞確率を推定し、一時

避難場所への到達不能率を求めた。これにより密集市街地全体の中での危険地区を簡便に

抽出するマクロな評価手法を提案した。

  第7章では、これらの成果および今後の課題にっいて取りまとめた。交通流の分析に関

しては、ミクロモデル・マクロモデルの統合によって交通流全体を記述すること、ITS

の進展によって収集される車両挙動精密データの活用が挙げられる。小規模PT調査に関

しては、小規模の利点を活かして調査を多頻度に実施し、TDM等の長期的政策効果を測

定することや、関連データを活用して多面的な検討や地域移転の可能性を探ることがある。

抽出方法の改善に関しては、調査不能要因に関する分析を進める必要がある。道路網の防

災性評価に関しては、他の施設も含めた段階的な市街地整備手法の検討、GISデータと

の有機的な連動を図ることが挙げられる。

  これを要するに、著者は、都市交通調査データの有効活用と分析手法を提案し、都市交

通計画に必要な情報を効率的に求めるプロセスを確立したものであり、持続可能な都市計

画を立案することに寄与し、都市計画、交通計画、道路工学の発展に貢献するところ大な

るものがある。

  よって著者は、北海道大学博士（工学）の学位を授与される資格あるものと認める。
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